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宮崎市社会福祉法施行細則

（趣旨）

第１条 この規則は、社会福祉法（昭和26年法律第45号。以下「法」という。）及び社会福祉法施

行規則（昭和26年厚生省令第28号。以下「省令」という。）の施行に関し必要な事項を定めるも

のとする。

（設立認可申請書等）

第２条 省令第２条第１項の申請書は、社会福祉法人設立認可申請書（様式第１号）によるものと

する。

２ 省令第２条第３項に規定する書類は、次に掲げる書類とする。

(１) 設立者が２人以上の場合にあっては、設立の意思の決定を証明する書類

(２) 設立者又は設立代表者の印鑑登録証明書

(３) 社会福祉法人（以下「法人」という。）設立後に施設を設置し、当該施設を経営する事業

を行う場合にあっては、次に掲げる書類

イ 施設建設計画書及び設備整備計画書

ロ 施設建設計画及び設備整備計画の内容が確実であることを証明する書類

ハ 施設建設及び設備整備に負債を予定する場合は、その償還計画を記載した書類及びその償

還計画が確実であることを証明する書類

ニ 施設の長の就任承諾書、履歴書及び施設の長の資格を満たすことを証明する書類



(４) 設立認可申請の際現に申請に係る事業を行っている場合にあっては、申請前おおむね２年

間における当該事業の概要を記載した書類及び収支計算書

(５) その他市長が必要と認める書類

（設立登記の届出）

第３条 法人は、法第29条第１項の規定により設立の登記をしたときは、社会福祉法人設立登記完

了届（様式第２号）に当該登記に係る登記事項証明書及び登記所に届け出た印鑑の証明書を添付

して、遅滞なく市長に届け出なければならない。

（財産移転の報告）

第４条 省令第２条第４項の規定による報告は、社会福祉法人財産移転完了報告書（様式第３号）

に次に掲げる書類を添付して行わなければならない。

(１) 設立当初の財産目録

(２) 登記所、銀行等の財産の移転を証明する書類

（役員異動の届出）

第５条 法人は、役員が就任し、退任し、又は死亡したときは、社会福祉法人役員異動届（様式第

４号）により、遅滞なく市長に届け出なければならない。

２ 前項の規定による届出が新たに就任する役員に係るものであるときは、その者の就任承諾書又

はその者が就任を承諾した旨の記載のある評議員会議事録及び履歴書を添付し、理事長の就任に

係るものであるときは、変更の登記後の登記事項証明書を添付しなければならない。

（定款変更認可申請書等）

第６条 省令第３条第１項の申請書は、社会福祉法人定款変更認可申請書（様式第５号）によるも

のとする。

２ 定款の変更の認可を受けた法人は、当該定款の変更認可に伴い法第29条第１項の規定により変

更の登記をしたときは、社会福祉法人変更登記完了届（様式第６号）に変更の登記後の登記事項

証明書を添付して、遅滞なく市長に届け出なければならない。

（定款変更届等）

第７条 省令第４条第２項において準用する省令第３条第１項の届出書は、社会福祉法人定款変更

届（様式第７号）によるものとする。

２ 前項の届出書には、省令第４条第２項において準用する省令第３条第１項に掲げる書類のほか、

次の各号に掲げる事項の変更の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる書類を添付しなければな

らない。



(１) 事務所の所在地 変更後の事務所の所有又は使用の権限を証明する書類

(２) 資産に関する事項 増加した基本財産の帰属を証明する書類

（基本財産の処分等の申請）

第８条 法人は、基本財産を処分することについて、定款の定めるところにより市長の承認を受け

ようとするときは、社会福祉法人基本財産処分承認申請書（様式第８号）に次に掲げる書類を添

付して、市長に申請しなければならない。

(１) 定款に定める手続を経たことを証明する書類

(２) 財産目録

(３) 処分する物件が不動産の場合は、当該物件の登記事項証明書及び価格評価書

(４) 処分によって得た資産の使途を明らかにする書類

(５) その他市長が必要と認める書類

２ 法人は、基本財産を担保に供することについて、定款の定めるところにより市長の承認を受け

ようとするときは、社会福祉法人基本財産担保提供承認申請書（様式第９号）に次に掲げる書類

を添付して、市長に申請しなければならない。

(１) 定款に定める手続を経たことを証明する書類

(２) 財産目録

(３) 担保に供する物件が不動産の場合は、当該物件の登記事項証明書及び価格評価書

(４) 償還財源として寄附を予定している場合は、法人と寄附者の間の贈与契約書の写し

(５) 担保提供の原因となった借入金等の使途を明らかにする書類

(６) その他市長が必要と認める書類

（一時評議員又は一時役員の選任の請求）

第９条 法第42条第２項又は第45条の６第２項の規定により一時評議員又は一時役員の選任の請求

をしようとする利害関係人は、社会福祉法人一時評議員（一時役員）選任請求書（様式第10号）

に次に掲げる書類を添付して、市長に請求しなければならない。

(１) 法人の登記事項証明書

(２) 請求人と法人との関係を明らかにする書類

(３) 一時評議員又は一時役員として選任を請求される者の就任承諾書及び履歴書

(４) その他市長が必要と認める書類

（解散認可（認定）申請書等）



第10条 省令第５条第１項の申請書は、社会福祉法人解散認可（認定）申請書（様式第11号）によ

るものとする。

２ 解散の認可又は認定を受けた法人は、解散の登記をしたときは、社会福祉法人解散登記完了届

（様式第12号）に当該登記後の登記事項証明書を添付して、遅滞なく市長に届け出なければなら

ない。

（解散の届出）

第11条 法第46条第３項の規定による届出は、社会福祉法人解散届（様式第13号）に次に掲げる書

類を添付して行わなければならない。

(１) 定款に定める手続を経たことを証明する書類

(２) 財産目録及び貸借対照表

(３) 残余財産及びその処分方法に関する書類

(４) 処分すべき財産の種類及び価格を証明する書類

(５) 負債関係及び負債処理の方法に関する書類

２ 前条第２項の規定は、前項の規定による届出をした清算人が解散の登記をしたときに準用する。

（合併認可申請書等）

第12条 省令第６条第１項の申請書は、社会福祉法人合併認可申請書（様式第14号又は様式第15号）

によるものとする。

２ 吸収合併の認可を受けた吸収合併存続社会福祉法人又は新設合併の認可を受けた新設合併設立

社会福祉法人は、合併による解散の登記及び合併による設立の登記又は合併による変更の登記を

したときは、社会福祉法人合併完了届（様式第16号）にこれらの登記後の登記事項証明書を添付

して、遅滞なく市長に届け出なければならない。

（清算人就任の届出）

第13条 法人の清算人は、法第46条の６第４項又は第５項の規定により届出をするときは、社会福

祉法人清算人就任登記完了届（様式第17号）に当該登記後の登記事項証明書を添付して、遅滞な

く市長に届け出なければならない。

（清算結了の届出）

第14条 法人の清算人は、法第47条の５の規定により清算結了の届出をするときは、社会福祉法人

清算結了届（様式第18号）に当該登記後の登記事項証明書及び清算書を添付して、遅滞なく市長

に届け出なければならない。

（社会福祉充実計画承認申請書）



第15条 省令第６条の13の申請書は、社会福祉充実計画承認申請書（様式第19号）によるものとす

る。

（承認社会福祉充実計画変更承認申請書等）

第16条 省令第６条の18の申請書は、承認社会福祉充実計画変更承認申請書（様式第20号）による

ものとする。

２ 省令第６条の20の届出書は、承認社会福祉充実計画変更届（様式第21号）によるものとする。

（承認社会福祉充実計画終了承認申請書）

第17条 省令第６条の21の申請書は、承認社会福祉充実計画終了承認申請書（様式第22号）による

ものとする。

（社会福祉施設設置の届出）

第18条 法第62条第１項の規定による届出は、社会福祉施設設置届（様式第23号）に次に掲げる書

類を添付して行わなければならない。

(１) 施設の配置図及び平面図

(２) 土地及び建物に係る権利関係を明らかにする書類

(３) 定款その他の基本約款

(４) その他市長が必要と認める書類

（社会福祉施設設置許可申請書等）

第19条 法第62条第３項の申請書は、社会福祉施設設置許可申請書（様式第24号）によるものとす

る。

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

(１) 施設の配置図及び平面図

(２) 土地及び建物に係る権利関係を明らかにする書類

(３) 定款その他の基本約款

(４) その他市長が必要と認める書類

（届出事項変更の届出）

第20条 法第63条第１項の規定による届出は、届出事項変更届（様式第25号）により行わなければ

ならない。

（許可事項変更許可の申請）

第21条 法第63条第２項の規定により許可を受けようとする者は、許可事項変更許可申請書（様式

第26号）により、市長に申請しなければならない。



（社会福祉施設廃止の届出）

第22条 法第64条の規定による届出は、社会福祉施設廃止届（様式第27号）により行わなければな

らない。

（社会福祉事業開始の届出）

第23条 法第67条第１項又は第69条第１項の規定による届出は、社会福祉事業開始届（様式第28号）

に次に掲げる書類を添付して行わなければならない。

(１) 定款その他の基本約款

(２) その他市長が必要と認める書類

（社会福祉事業許可申請書等）

第24条 法第67条第３項の申請書は、社会福祉事業許可申請書（様式第29号）によるものとする。

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

(１) 定款その他の基本約款

(２) その他市長が必要と認める書類

（社会福祉事業変更の届出等）

第25条 法第68条又は第69条第２項の規定による変更の届出は、社会福祉事業変更届（様式第30号）

により行わなければならない。

２ 法第68条又は第69条第２項の規定による廃止の届出は、社会福祉事業廃止届（様式第31号）に

より行わなければならない。

（調査証）

第26条 省令第12条の証明書は、社会福祉事業調査証（様式第32号）によるものとする。

（電磁的記録媒体による手続）

第27条 省令第41条各号に掲げる書類の提出については、これらの書類に記載すべき事項を記録し

た電磁的記録媒体（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない

方式で作られる記録であって電子計算機による情報処理の用に供されるものに係る記録媒体をい

う。）及び電磁的記録媒体手続書（様式第33号）により提出する方法その他市長が別に定める方

法により行うことができる。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）



２ この規則の施行前において、法の施行に関し作成された書類については、この規則の相当規定

による様式に基づき作成されたものとみなす。

附 則（平成12年９月27日規則第62号）

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式（以下「旧様式」という。）により

使用されている書類は、この規則による改正後の様式によるものとみなす。

３ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用

することができる。

附 則（平成13年３月26日規則第３号）

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現にある改正前の様式により使用されている書類は、改正後の様式による

ものとみなす。

３ この規則の施行の際現にある改正前の様式による用紙については、当分の間、これを取り繕っ

て使用することができる。

附 則（平成18年３月31日規則第12号）

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式（以下「旧様式」という。）により

使用されている書類は、この規則による改正後の様式によるものとみなす。

３ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用

することができる。

附 則（平成20年11月25日規則第55号抄）

（施行期日）

１ この規則は、平成20年12月１日から施行する。

附 則（平成25年３月29日規則第22号）



（施行期日）

１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式（以下「旧様式」という。）により

使用されている書類は、この規則による改正後の様式によるものとみなす。

３ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用

することができる。

附 則（平成26年６月30日規則第72号）

この規則は、公布の日から施行する。

附 則（平成28年５月31日規則第48号）

この規則は、公布の日から施行する。

附 則（平成30年３月30日規則第48号）

（施行期日）

１ この規則は、平成30年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現にある既存の規則による改正前の様式（以下「旧様式」という。）によ

り使用されている書類は、この規則による改正後の様式によるものとみなす。

３ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用

することができる。

附 則（平成30年７月１日規則第59号）

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式（以下「旧様式」という。）により

使用されている書類は、この規則による改正後の様式によるものとみなす。

３ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用

することができる。
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